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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループは、経営理念である「福祉コミュニティの創造」「生き甲斐の創造」「ケア産業の創造」の３つの創造により、当社の持続的な企業価
値の向上を実現するためには、事業を継続する中で社会的課題を抽出して、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行うことが必要不可欠である
と考えております。

　特に、当社グループは主たる事業として介護・福祉・医療に関する法令に基づくサービスの提供を行っており、公的各種保険制度から報酬を受
ける立場にあるため、コンプライアンスを重視し、社会的責任を果たす透明度の高い経営組織の構築が求められます。

　当社グループは、株主からの受託者責任をはじめとした様々なステークホルダーに対する責務を認識し、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定
を行うことのできるコーポレート・ガバナンス体制の構築と運用に取り組んでまいります。

　また、当社はコーポレート・ガバナンスに係る基本的な体制として「監査役制度」を採用し、監査役及び監査役会を設置し、各監査役は監査役会
の方針及び監査役会監査規則に基づき、代表取締役及び各取締役の業務執行を監査・監視しております。あわせて、監査役の過半数を社外監
査役とすることで、監査役会の独立性及び監査業務の客観性を確保しております。

　内部監査に係る機関としては、代表取締役社長の直轄組織として内部監査室を設置し、当社及びグループ各社の内部監査を実施しておりま
す。内部監査室は職務執行の状況を監査し、指摘事項及び改善状況を代表取締役社長へ報告し、代表取締役社長より改善指導が行われており
ます。

　会計監査につきましては、監査法人と監査契約を締結し、会社法監査および金融商品取引法監査を受け、監査法人との連携を密にすることで
会計監査の実効性向上に努めております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則3-1②英文開示の促進】

　当社は、英文開示義務化の体制整備に検討を要することから、東京証券取引所に適用猶予に係る書面を提出しております。

なお、当社の開示状況ですが、従来より株主総会の招集通知と議案、決算短信のサマリー情報を英文でも開示しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1‐4】政策保有株式

　当社におきましては、持続的な企業価値の向上のため、業務提携等の関係強化を目的として政策保有株式を保有することがあります。その場
合には、関係強化によって得られる利益と投資額等を総合的に勘案して当社の企業価値の向上に資するかどうかの観点から投資の可否を判断
しております。

　なお、政策保有株式の議決権行使にあたっては、議案について株主価値の毀損に繋がるものではないかという観点から個別具体的に賛否を判
断することとしております。

【原則1-7】関連当事者間の取引

　当社では、関連当事者取引管理規則を制定し、取引の事前把握に努めるとともに、取引の合理性や公正性を判定し、適正な手続きを確保して
おります。また、事後的に適正な承認手続きを経ているかの確認を行うとともに、当社及び子会社の役員に対し、毎年関連当事者取引の有無を確
認するアンケート調査を実施しております。

【補充原則2-4-1】中核人材の登用等における多様性の確保

当社は、当社の成長と発展において多様性の確保の重要性を認識するとともに、このことが経営理念の実現に欠くことのできないものと捉えてお
ります。性別や年齢、障がいの有無、国籍の異なる多様な属性を有する従業員がいきいきと、かつ継続的に活躍できるように、職場環境づくり、
ワークライフバランスの実現に向け、育児・介護等に関する支援制度の整備、多様な人材の積極的な活用・登用、人材育成などを進めておりま
す。

2025年3月末時点での状況としては、女性幹部は34.6％、外国人幹部は0.0％、中途採用者幹部は83.6％となっております。当社グループ全体の
人材構成の状況に鑑みて、外国人幹部及び中途採用者幹部は、妥当な水準と考え当面は現状維持としてまいります。女性幹部の比率につきまし
ては、より一層高めていくことが必要であると考え、その具体的な目標数値を設定し、中期経営計画（https://www.saint-care.com/ir/strategy/）及
び有価証券報告書（https://www.saint-care.com/ir/library/）にて開示しております。

【原則2-6】企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

　当社は、確定拠出型年金制度を採用しており、制度導入各社の従業員に対しては、説明会を開催して利用推奨等の働きかけをしております。

【原則3-1】情報開示の充実

（1）「経営理念、経営戦略・経営計画」を当社ホームページ（「グループ経営理念・ビジョン」についてhttps://www.saint-care.com/company/philosop
hy/）、中期経営計画（https://www.saint-care.com/ir/strategy/）、決算説明資料（https://www.saint-care.com/ir/library/）、本報告書等にて開示
しております。

（2）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方・基本方針については、本報告書の「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び



資本構成、企業属性その他の基本情報」の１．に記載しております。

（3）取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法は当報告書「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経
営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」の１．【取締役報酬関係】に記載しております。

（4）取締役・監査役候補の指名の方針と手続

・取締役・監査役候補の指名の方針と手続

　当社の取締役および監査役の指名については、経営理念を実現できる高い倫理観と意思を有する人物を選任する基本方針の下、以下の基準
に基づいて選任を行うこととしております。

　①取締役候補の指名基準

取締役は、当社の企業文化や経営理念に理解を有し、人格並びに見識ともに優れ、経営を担うリーダーシップとコミットメント力を持ち、取締役とし
ての職責を全うできる人物とする。

　②監査役候補の指名基準

　 監査役は、当社の企業文化の理解を有し、適切な経験・能力及び必要な財務・会計・法務に関する知識を有する人物とする。

　③取締役、監査役の指名手続き

　 代表取締役にて候補者案を作成し、指名・報酬委員会での決議を経た上で、取締役会に提出し株主総会に上程する。なお、監査役候補者につ

いては監査役会の同意を得て取締役会に提出する。

・取締役の解任の基準と手続き

　①取締役の解任基準

　 取締役に法令・定款違反、その他職務を適切に遂行することが困難と認められる事由があった場合とする。

　②取締役の解任手続き

　 指名・報酬委員会の各委員が、取締役の解任の審議を指名・報酬委員会に提出し、解任基準の該当性について決議を経た上で、取締役会に

提出し株主総会に上程する。

（5）取締役候補者並びに監査役候補者の指名を行う際の個々の選任・指名の理由については、株主総会招集通知（https://www.saint-care.com/i
r/shareholders/）にて開示しております。

【原則3-1-3】サステナビリティについての取組み等

当社のサステナビリティについての取組み、及び人的資本等への投資については、中期経営計画（https://www.saint-care.com/ir/strategy/）及び
有価証券報告書（https://www.saint-care.com/ir/library/）にて開示しております。また、気候変動関連を含む、全般的なリスク及び機会について
は、ＴＣＦＤ提言に沿って、有価証券報告書（https://www.saint-care.com/ir/library/）にて「ガバナンス」及び「リスク管理」の項目や関連する取組み
について開示しております。

【補充原則4-1-1】経営陣への委任の範囲

　当社においては、取締役会規程において法令及び定款等が定める事項、経営上の重要事項の意思決定について取締役会で決議することを定
めております。それ以外の事項についての意思決定、業務執行については経営陣に委任し、権限規程等において社長、取締役、執行役員、部長
等の決定権者につき、決裁、協議、審議等に関する権限を定めて明確化しております。より実効性のある取締役会の議論を行うために、取締役会
の権限移譲を行っております。

【原則4-9】独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

　当社では、東京証券取引所の定める独立性基準を満たすことを前提に、当社の事業において独立した立場で有益な監視を行うことができるかど
うかという観点から独立性を判断しております。

　　① 当社を主要な取引先とする者（直近事業年度のその者の連結売上高の２％以上の額の支払を当社グループから受けた者）又は

　　　　その業務執行者ではない

　　② 当社の主要な取引先（直近事業年度の当社グループの連結売上高の２％以上の額の支払を当社グループに行っている者、

　　　　直近事業年度末における当社の連結総資産の２％以上の額を当社に融資している者）又はその業務執行者ではない

　　③ 当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（過去３年平均で年間 1,000 万円以上）を得ているコンサルタント、会計専門家又は

　　　　法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう）ではない

　　④ 最近において①、②又は③に掲げる者に該当していた者ではない

　　⑤ 就任の前10年以内のいずれかの時において次のa.からc.までのいずれかに該当していた者ではない

　　　　a. 当社の親会社の業務執行者又は業務執行者でない取締役

　　　　b. 当社の親会社の監査役（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）

　　　　c. 当社の兄弟会社の業務執行者

　　⑥ 次のa.からh.までのいずれかに掲げる者（重要でない者を除く。）の近親者ではない

　　　　a. ①から前⑤までに掲げる者

　　　　b. 当社の会計参与（当該会計参与が法人である場合は、その職務を行うべき社員を含む。以下同じ。）

　　　　　（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）

　　　　c. 当社の子会社の業務執行者

　　　　d. 当社の子会社の業務執行者でない取締役又は会計参与（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）

　　　　e. 当社の親会社の業務執行者又は業務執行者でない取締役

　　　　f. 当社の親会社の監査役（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）

　　　　g. 当社の兄弟会社の業務執行者

　　　　h. 最近において前b.からd.又は当社の業務執行者(社外監査役を独立役員として指定する場合にあっては、

　　　　　 業務執行者でない取締役を含む。) に該当していた者

【補充原則4-10-1】指名・報酬委員会

　当社では、取締役会の任意の委員会として、構成員の半数を社外取締役とし、かつ、社外取締役を委員長とするサステナビリティ委員会を設置
して、サステナビリティ活動の方針、目標、計画の策定、実践状況のレビュー等についての議論を行うとともに、構成員の過半数を独立社外取締
役とし、かつ、独立社外取締役を委員長とする指名・報酬委員会を設置して指名・報酬についての議論及び決定を行っております。

【補充原則4-11-1】取締役会全体の構成に関する考え方

　当社では、取締役会の実効性を確保するために、各役員の知識・経験・能力を取締役会全体としてバランス良く備え、構成の多様性と適正規模
を両立させることを基本方針としております。また、各取締役の知識・経験・能力等を一覧化したスキル・マトリックスを株主総会招集通知（https://
www.saint-care.com/ir/shareholders/）、当社ホームページ（https://www.saint-care.com/company/executives/）に掲載しております。

【補充原則4-11-2】取締役および監査役の兼任状況

　取締役・監査役の他社での兼任状況は、株主総会招集通知（https://www.saint-care.com/ir/shareholders/）や有価証券報告書（https://www.sa



int-care.com/ir/library/）等を通じ毎年開示を行っております。なお、上場会社での兼任状況は下記のとおりですが、当社における役割・責務を適
切に果たすために必要な時間・労力を当社の業務に振り向ける体制を維持しております。　また、全ての取締役・監査役に対し、毎年関連当事者
取引の有無とともに兼任状況を確認するアンケート調査を実施しており、状況を管理する体制を整備しております。

　・村上取締役　株式会社タカヨシホールディングス社外取締役　

　・湯浅取締役　株式会社コーセー社外取締役、東京エレクトロンデバイス株式会社社外監査役

　・白石取締役　株式会社エンビプロ・ホールディングス社外取締役

【補充原則4-11-3】取締役会の実効性に関する分析・評価の概要

　当社では、取締役および監査役へのアンケートを実施するとともに必要に応じてヒアリングを行い取締役会全体の実効性について分析・評価を
行うこととしております。前事業年度の分析・評価の概要は以下のとおりです。

　・取締役会において戦略テーマやリスク対応についての議論が不足しており、取締役会の監督機能に課題が残る。

　・業務執行サイドから取締役会への情報提供については事前説明会等が機能しているが、その質とタイミングについては改善の余地が残る。 　

　・取締役会の意思決定プロセスにおいてなされた提言・助言をその後の業務執行に反映させるメカニズムが十分に構築されていない。

　・内部統制の高度化が進んでおらず、リスクベースで経営に資する内部統制の仕組み化が遅れている。

　・サステナビリティ対応については、マテリアリティやKPIの明確化、経営戦略との同期化が進んでいない。

　上記の評価を踏まえて、提示された課題の解決に向けて、アクションプランを作成し、PDCAサイクルをまわして、取締役会の一層の充実に努め
てまいります。

【補充原則4-14-2】取締役及び監査役に対するトレーニング

　当社では、取締役・監査役に期待される職責を向上させる目的で、新任取締役・監査役に対して、それぞれのスキルの状況に応じた研修を実施
いたします。

　また、既存取締役・監査役に対しても、必要に応じた研修を実施いたします。

　なお、各取締役・監査役に適合した業務遂行上必要な研修・セミナー等を受講した場合には、その費用について負担をしております。

【原則5-1】株主との建設的な対話に関する方針

　当社では、経営企画室がIR担当として株主との対話を促進する役割を担い、総務、財務、経理、法務部門を統括する取締役管理本部長と連携
し、IR活動を実施しております。

　当社は、第一に、株主総会を株主との重要な対話の場としてとらえており、十分な開示と説明に努めます。次に、株主との個別面談についても積
極的に行うように努め、投資家向けの決算説明会を四半期に１度開催しております。

　株主、投資家等との対話により得られた意見については、経営企画室にて取りまとめ、その重要性に応じて経営陣にて共有することとしておりま
す。

　なお、株主間の公平性の観点からインサイダー情報の管理には十分留意し、重要な情報は適時に開示してまいります。

【株主との対話の実施状況等】

　・株主との対話の主な対応者　代表取締役社長、経営企画室長

　・対話を行った株主の概要　国内外の機関投資家

　・株主の関心事項　業績、事業環境、ビジネスモデル、中長期的な戦略

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 無し

アップデート日付 2025年6月26日

該当項目に関する説明

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

　当社グループは、継続的な成長及び株主価値の最大化を目標としており、当社ビジョンの実現に向けた取り組みを進め、中期経営計画を達成
することで、さらなる企業価値向上の実現が図られるものと認識しております。

また、当社に求められる資本コストは、一般的に求められる８％と認識しており、ＲＯＥ12％以上の水準を再度目指していくことに取り組んでまいり
ます。

具体的な現状認識、方針、取り組みについては、中期経営計画（https://www.saint-care.com/ir/strategy/）にて開示しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社村上企画 8,994,600 36.50

村上美晴 2,812,240 11.41

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,396,100 5.67



セントケア従業員持株会 561,268 2.28

安藤幸男 505,400 2.05

株式会社ジェイ・エス・ビー 457,400 1.86

DANSKE BANK A/S FINNISH CLIENTS（常任代理人　香港上海銀行東京支店カストディ業務部） 313,900 1.27

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 182,900 0.74

岡田真澄 170,100 0.69

BANK JULIUS BAERAND CO.LTD.SG FAO WILL FIELD CAPITAL PTE.LTD（常任代理人　株式

会社三菱UFJ銀行）
163,600 0.66

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

山口公明 他の会社の出身者

湯浅紀佳 弁護士 ○

白石智哉 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

山口公明 ○ ―――

当社の社外取締役については、客観的かつ専
門的な視点を持ち、経営判断の妥当性の監督
を期待しております。

同氏は長年の金融機関の経験と経営者として
の経験を有することから、その職歴および識見
を活かして、客観的に当社の経営の監督を行う
社外取締役として適切な人材であると判断し、
社外取締役として選任しております。

また、当社と同氏との間に利害関係はなく、経
営陣から独立した立場にあり一般株主との利
益相反が生じるおそれはないと判断し、独立役
員として指定しております。

湯浅紀佳 ○

湯浅紀佳氏は、当社の取引先である三浦
法律事務所に所属しております。

当社は労務案件対応にかかる報酬として
同法人へ年間３百万円（2025年３月期実
績）を支払っております。

当社の社外取締役については、客観的かつ専
門的な視点を持ち、経営判断の妥当性の監督
を期待しております。

同氏は弁護士として豊富な経験と知識を有して
おります。その豊富な知見により、当社のコー
ポレートガバナンス体制の強化、法務面におけ
る指摘や助言等をいただくことを期待し、社外
取締役として選任しております。

なお、同氏は、当社の取引先である三浦法律
事務所に所属しておりますが、取引金額は当
社の定める独立性基準に抵触しておらず、当
社と同氏との間に利害関係はなく、経営陣から
独立した立場にあり一般株主との利益相反が
生じるおそれはないと判断し、独立役員として
指定しております。

白石智哉 ○ ―――

当社の社外取締役については、客観的かつ専
門的な視点を持ち、経営判断の妥当性の監督
を期待しております。同氏は企業経営および経
営支援に携わってきた実績を有しており、その
職歴および識見を活かして、当社コーポレート・
ガバナンスの強化に資する人材であると判断
し、社外取締役として選任しております。また、
当社と同氏との間に利害関係はなく、経営陣か
ら独立した立場にあり一般株主と利益相反が
生じるおそれはないと判断し、独立役員として
指定しております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 0 2 3 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 0 2 3 0 0
社外取
締役

補足説明

　当社は、取締役会の諮問委員会として、取締役・監査役の指名に関する議論を行う指名委員会、取締役の報酬に関する議論を行う報酬委員会
を設置し、指名・報酬に関する審議、答申を行っておりましたが、両委員会を改編・統合し、2024年６月に指名・報酬委員会を設置しました。

・委員会の役割

　指名・報酬委員会は、主に取締役の選任及び解任に関する事項、後継者の計画に関する事項や、取締役の個別報酬に関する事項、取締役の
報酬制度に関する事項等を一体的に審議し、取締役会に答申を行います。

・各委員会の活動状況

　2025年３月期における指名委員会及び報酬委員会の活動状況は以下のとおりです。

　①指名委員会

　　１回の開催、出席率80％　取締役選任議案に関する議論

　②報酬委員会

　　開催はされておりません。

　③指名・報酬委員会

　　４回の開催、出席率100％　役員トレーニングの実施内容、後継者計画、取締役の個別報酬の決定に関する議論

・委員会の構成

　委員会は、取締役会の決議によって選任された取締役で構成し、委員の過半数を独立社外取締役とし、かつ、委員長を独立社外取締役としま
す。

　①指名・報酬委員会

　　白石智哉（委員長　社外取締役）

　　山口公明（社外取締役）

　　湯浅紀佳（社外取締役）

　　村上美晴

　　藤間和敏



【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役会及び会計監査人は、双方が監査方針・監査計画の説明を行っております。半期及び期末には会計監査人より監査報告書にて詳しく説
明を受け、情報交換を図ると共に、意見交換を行い有効かつ効率的な会計監査及び内部統制監査について協議します。

　監査役は、効率的な監査遂行のため内部監査室及び品質管理部と定期的に情報交換を行っております（2025年３月期は12回実施）。

　また、監査役は、必要に応じ、内部監査室及びその他内部統制を所管する部署に対して内部統制システムの状況及びリスク評価等について報
告を求め、また、監査への協力を求めます。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

白倉哲夫 他の会社の出身者

西東昇 他の会社の出身者

池谷修一 公認会計士 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

白倉哲夫 ○ ―――

他社の常勤監査役としての経験を有することか
ら、その職歴および見識を当社監査体制の強
化に活かしていただきたいため、社外監査役と
して選任しております。また、当社と同氏との間
に利害関係はなく経営陣から独立した立場に
あり、一般株主と利益は相反せず一般株主保
護のため実効性のある監視を行うことができる
と判断し、独立役員として指定しております。

西東昇 ○ ―――

他社の常勤監査役としての経験と経営者として
の経験を有することから、その職歴および見識
を当社監査体制の強化に活かしていただきた
いため、社外監査役として選任しております。ま
た、当社と同氏との間に利害関係はなく経営陣
から独立した立場にあり、一般株主と利益は相
反せず一般株主保護のため実効性のある監視
を行うことができると判断し、独立役員として指
定しております。

池谷修一 ○

池谷修一氏は、当社の会計監査を行って
おります有限責任あずさ監査法人の出身
（2016年６月まで）であります。

当社は会計監査等の業務報酬として同法
人へ年間49百万円（2025年３月期実績）を
支払っております。

公認会計士として、会計についての豊富な経
験と知識を有し、当社のコーポレート・ガバナン
スの一層の強化を図るための有用な助言を期
待できることから、社外監査役として選任してお
ります。なお、同氏は、有限責任あずさ監査法
人を退社後９年を経過しておりますので、当社
と同氏との間に利害関係はなく経営陣から独
立した立場にあり、一般株主と利益は相反せ
ず一般株主保護のため実効性のある監視を行
うことができると判断し、独立役員として指定し
ております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項



　独立社外取締役及び独立社外監査役の独立性判断基準及び資質については、当社では東京証券取引所の定める独立性基準を満たすことを
前提に、当社の事業において独立した立場で有益な監視を行うことができるかどうかという観点から独立性を判断しております。かかる観点から
独立性を有すると判断した社外取締役全員及び社外監査役全員を独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

【株式報酬型ストックオプション】

当社規程に定めた報酬基準額および公正な評価額の算出方法に従いストックオプションの付与数を算定しております。

なお、ストックオプションの割当額は年額16百万円以内とする旨を2013年６月26日開催の第31期定時株主総会にて決議しております。

2009年株式報酬型ストックオプションとして付与した新株予約権の総額は8,565千円であります。

2010年株式報酬型ストックオプションとして付与した新株予約権の総額は7,390千円であります。

2011年株式報酬型ストックオプションとして付与した新株予約権の総額は9,221千円であります。

2012年株式報酬型ストックオプションとして付与した新株予約権の総額は10,354千円であります。

2013年株式報酬型ストックオプションとして付与した新株予約権の総額は10,325千円であります。

2014年株式報酬型ストックオプションとして付与した新株予約権の総額は11,578千円であります。

2015年株式報酬型ストックオプションとして付与した新株予約権の総額は11,327千円であります。

2016年株式報酬型ストックオプションとして付与した新株予約権の総額は11,560千円であります。

2017年株式報酬型ストックオプションとして付与した新株予約権の総額は13,154千円であります。

2018年株式報酬型ストックオプションとして付与した新株予約権の総額は12,548千円であります。

2019年株式報酬型ストックオプションとして付与した新株予約権の総額は15,638千円であります。

2020年株式報酬型ストックオプションとして付与した新株予約権の総額は14,531千円であります。

【譲渡制限付株式報酬】

2021年６月24日開催の第39期定時株主総会において、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対し、株式報酬型ストックオプションに代えて、譲渡
制限付株式報酬制度を導入することが承認されました。あわせて、譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を、年額
24百万円以内とする旨も決議されております。

なお、すでに付与済みの株式報酬型ストックオプションとして付与した新株予約権のうち未行使分については存続しますが、新たに株式報酬型ス
トックオプションとしての新株予約権の付与は行わないこととしております。

2021年譲渡制限付株式報酬として付与した株式発行の総額は15,197千円であります。

2022年譲渡制限付株式報酬として付与した株式発行の総額は15,517千円であります。

2023年譲渡制限付株式報酬として処分した自己株式の総額は15,677千円であります。

2024年譲渡制限付株式報酬として処分した自己株式の総額は13,966千円であります。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役

該当項目に関する補足説明

2009年株式報酬型ストックオプション(2009年７月14日取締役会決議）

2010年株式報酬型ストックオプション(2010年６月24日取締役会決議）

2011年株式報酬型ストックオプション(2011年６月28日取締役会決議）

2012年株式報酬型ストックオプション(2012年６月26日取締役会決議）

2013年株式報酬型ストックオプション(2013年６月26日取締役会決議）

2014年株式報酬型ストックオプション(2014年６月26日取締役会決議）

2015年株式報酬型ストックオプション(2015年６月25日取締役会決議）

2016年株式報酬型ストックオプション(2016年６月28日取締役会決議）

2017年株式報酬型ストックオプション(2017年６月27日取締役会決議）

2018年株式報酬型ストックオプション(2018年６月26日取締役会決議）

2019年株式報酬型ストックオプション(2019年６月25日取締役会決議）

2020年株式報酬型ストックオプション(2020年６月24日取締役会決議）

　付与対象者は当社取締役であり、企業価値向上及び株価上昇への貢献意欲や士気を高めること等を目的として付与しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない



該当項目に関する補足説明

2025年３月期に取締役に支払った報酬額は212,468千円であり、譲渡制限付株式報酬の13,966千円が含まれております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社の取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

１．基本報酬に関する方針

　当社では、取締役への基本報酬はその総額を株主総会にて決議し、個別報酬については、役割と職責に応じて業績や経営環境を考慮して、代
表取締役社長が作成した案について、指名・報酬委員会での審議を経て決定することを、取締役会決議により承認します。個人別報酬額に関して
は、常勤役員については、役付に応じた報酬算定の範囲、非常勤役員については、社会的地位及び貢献度並びに就任の事情などを勘案して決
定します。

２．業績連動報酬等に関する方針

　当社では、取締役の賞与は、会社の営業成績に応じて、職務執行の対価として株主総会の決議を経て決定することとしています。なお、取締役
賞与の配分は、個々の業務の執行状況を評価し、指名・報酬委員会での審議を経て決定することを、取締役会決議により承認します。

３．非金銭報酬等に関する方針等

　非金銭報酬等の内容は、譲渡制限付株式であり、対象の取締役（社外取締役を除く。）に対し、金銭報酬債権を支給し、各取締役が当該金銭報
酬債権の全部を現物出資により給付することにより、当社普通株式の割当てを受けるものです。

当該金銭報酬債権は、当社規程に基づき、基本報酬に一定の係数等を乗じることで算出し、株主総会で承認された譲渡制限付株式に関する報
酬等として支給する金銭債権報酬の総額を上回らない範囲内で、取締役会決議により決定します。

４．報酬等の付与時期や条件に関する方針

　当社では、取締役の個人別基本報酬について、報酬の支給日は、社員給与支給日と同一とすること、報酬の計算期間は、毎月１日から月末ま
でとすること、役員が月の途中において退任する場合でも、日割り計算としないで、１か月分を支給することを定めています。また、譲渡制限付株
式について、毎年１回、定時株主総会から１か月以内に開催される取締役会の決議に基づいて行うことを定めております。

５．報酬等の決定の委任に関する事項

　当社では、取締役への基本報酬は株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、個別報酬案の作成を代表取締役社長が行い、報酬決定に
おける独立性・客観性を強化するため、当該個別報酬の審議・決定を取締役会の任意の諮問機関である指名・報酬委員会に委任しております。
なお、指名・報酬委員会の構成は、白石智哉氏（委員長・社外取締役）、山口公明氏（社外取締役）、湯浅紀佳氏（社外取締役）、村上美晴氏（代表
取締役会長）、藤間和敏氏（代表取締役社長）の計５名（うち社外取締役３名）です。指名・報酬委員会は、当社の取締役会からの諮問を受け、取
締役の個別報酬について決議し、また取締役の報酬制度について議論し、取締役報酬の適正化を図る活動を行っています。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役及び社外監査役の情報収集及び報告・連絡については、総務部がサポートすることとし、事前に取締役会議案の概要や必要な情報
を提供しております。また社外監査役は内部監査室と協議し、監査役の要望した事項の内部監査を実施し、その結果を監査役会へ報告すること
を指示することができます。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１．取締役会について

　当社の業務執行機関である取締役会は本報告書更新日現在において取締役９名で構成されております。なお、経営の透明性の確保及びコー
ポレート・ガバナンスの一層の強化を図るため、取締役９名のうち３名を社外取締役として選任し、独立役員として指定しております。

　当社においては月１回の定例取締役会及び必要に応じて臨時取締役会を開催しており、2025年３月期においては16回の取締役会が開催され、
各取締役の出席率は平均97.3％となっております（前記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき、取
締役会決議があったものとみなす書面決議が２回ありました。）。取締役会における具体的な検討内容は、月次業績の確認に加え、計算書類の承
認、株主総会の招集、年度利益計画の策定、従業員の待遇改善等、法令及び社内規程に定める事項にかかる経営上の意思決定の他、各管掌
取締役は業務執行及び監督状況の報告を行い、取締役相互間の内部牽制を行っております。また、業務執行の迅速化を図る目的で執行役員制
度を採用しており、取締役会は執行役員の行った重要事項の決定及び業務執行状況の報告を受けております。

２．監査役（会）について

　監査役会は本報告書更新日現在において監査役４名で構成され、そのうち３名を社外監査役として選任し、独立役員として指定しております。

　当社においては月１回の定例監査役会及び必要に応じて臨時監査役会を開催しており、監査状況の確認及び必要な決定・同意を行うとともに、
監査役間での情報の共有化を図っております。各監査役は取締役会に出席し、取締役会での討議を通して取締役の独断を防止すると同時にグ
ループ各社の取締役会や経営会議等重要な会議への出席、財産状況の調査、会計監査人の監査状況及び独立性の監視等を行っております。ま
た、監査役監査を内部監査室と連携して行うことにより監視機能を強化しております。なお、社外監査役池谷修一は、公認会計士の資格を有して
おり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

　

３．監査の状況

（1）　内部監査

　 　2025年３月期において、内部監査室は326ヶ所（サービス別に集計した合計数）の営業所へ内部監査を実施しております。

（2） 会計監査

　　 2025年３月期において、会計監査人として、有限責任あずさ監査法人を選任しております。

　　　・業務を執行した公認会計士の氏名

　　　　山本　健太郎

　　　　武田　朝子

　　　・監査業務に係る補助者構成

　　　　公認会計士３名、その他12名

４．指名、報酬の決定

　指名、報酬の決定の機能に係る事項については、本報告書の「Ⅱ　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレー
ト・ガバナンス体制の状況　１．機関構成・組織運営等に係る事項　【取締役関係】」に記載しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は独立性の高い社外監査役３名を含む監査役４名で構成される監査役会による監視体制が有効に機能していると判断し、現状の監査役会
設置会社の体制を採用しております。

　なお、監査役は取締役会及び重要な会議へ出席し、適法性の観点にとどまらず、外部者としての良識や経験、見識に基づいた客観的な視点か
らの発言をいただいております。従って、当社におきましては社外のチェックという観点から、経営の客観的・中立的な立場からの監視が機能する
体制となっております。

　また、客観的かつ専門的な視点を持つ社外取締役を３名選任し、経営判断の妥当性を監督することで当社経営の透明性とコーポレート・ガバナ
ンス体制の強化を図っております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 総会議案の十分な検討期間を確保するため、早期発送を実施しております。

集中日を回避した株主総会の設定 より多くの株主の皆様にご出席いただけるよう、集中日を回避しております。

電磁的方法による議決権の行使
より多くの株主の皆様に議決権を行使頂けるよう、2019年開催の定時株主総会より、イン
ターネットによる議決権行使を導入し、パソコン、スマートフォンによる議決権行使が可能
となっております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2021年開催の定時株主総会より、議決権電子行使プラットフォームを利用しております。

招集通知（要約）の英文での提供 2021年開催の定時株主総会より、招集通知（要約）を英文で提供しております。

その他

株主の皆様に早期に招集通知の内容をご覧いただけるよう、証券取引所及び当社ホーム
ページ（https://www.saint-care.com/ir/shareholders/）に招集通知を掲載しております。

株主総会において、事業報告等の内容をビジュアル化し、株主の皆様に分かりやすい

説明を心掛けております。

なお、多くの株主様に株主総会を通じて、当社の事業を知っていただくため、インターネッ
トによるライブ配信を行っております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
IRポリシーを定め、当社ホームページ（https://www.saint-care.com/ir/policy/）
において公表しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期毎にアナリスト・機関投資家向けに説明会を実施しております。

説明会においては決算概況や今後の施策について、主に代表取締役社長及
び取締役管理本部長が説明しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信、決算説明会資料、プレスリリース、招集通知などを掲載しておりま
す(https://www.saint-care.com/ir/)。また、株価情報等へのリンクを設けており
ます。

IRに関する部署（担当者）の設置 IR担当部門として経営企画室を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は情報提供が公平かつ適法に行われる体制を整備するために、IRポリシー

（https://www.saint-care.com/ir/policy/）を定め、適正なIR活動が行われるように努めてお
ります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

【企業倫理・コンプライアンス】

　当社グループは思想性の高い会社でありたいとの考えに基づき、役職員全員が遵守すべき会社方針として「経営方針書」を作成し、経営理念、
経営戦略、行動基準および職務上の倫理等を定め、毎年更新を行っております。この経営方針書については、社内ミーティング等において日常的
に内容を確認・理解する機会を設け、全役職員へ社風として根付かせる環境を整えています。

　また、取締役会は業務分掌規程および権限規程を定め、各管掌取締役・執行役員及び職員の責任を明確にして職務を執行させております。ま
たグループ各社については、関係会社管理規程を定め、グループ各社の業務執行に係る承認・報告・監査・財務諸表作成について円滑に連携が
取れる体制を整備しております。

【内部監査およびリスク管理について】

　代表取締役社長が直轄する内部監査室を設置し、内部監査計画に基づき当社各部門及びグループ各社への内部監査を実施し、業務体制及び
執行状況のコンプライアンスについて独立・客観的な内部監査・評価を実施するとともに、代表取締役社長に対し内部監査の実施状況等の報告を
行い、代表取締役社長より改善指導が行われております。

　またリスク管理において、全社的な法的リスクについては総務部が統括し、社外弁護士６名と顧問契約を締結し、適宜必要なアドバイスを受ける
などリスク管理を行っております。

　また、当社グループの主たる事業である介護サービスにおけるコンプライアンス・リスク管理を強化する事を目的として、品質管理部を設置して
おります。

【その他の整備状況】

　公益通報者保護法に基づき、コンプライアンス違反等の早期発見・是正を図るために、従業員から通報・相談を受付ける窓口「ほっとライン」を外
部の弁護士事務所に委託すると同時に、当社には事務局を設置し社内通報システムを運営しております。また個人情報保護の重要性を認識し、
全従業員を対象とした定期的な研修や内部監査を行うことにより個人情報保護に関する管理体制を確保しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社グループでは、反社会的勢力の排除に向けた取り組みについて、反社会的勢力には毅然として対応することを宣言しております。

　当社グループの経営方針書に反社会的勢力への対応姿勢を定め、全役職員が一丸となり組織全体として取り組む意識を共有してまいります。

　反社会的勢力の排除に取り組む体制としては、対応部署として総務部を選定し、警察、弁護士等の外部の専門機関との情報交換を行うなど、連
携強化に向けた社内体制の整備を行っております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

１．決定事実に関する情報

　当社は取締役会において重要事項の決定及び業務執行状況の報告を行っております。取締役会は本報告書更新日現在において取締役９名
（うち社外取締役３名）、監査役４名（うち社外監査役３名）で構成され、月１回開催し、必要に応じて随時開催しております。監査役は、取締役会に
出席することとしております。

　取締役会において決定される重要事実については、情報取扱責任者及び代表取締役社長が情報開示の要否について協議し、公表を要するも
のに関しては取引所が定める適時開示規則に従い、代表取締役社長の承認を得て、迅速かつ正確に情報の開示を行っております。

２．発生事実に関する情報

　重要な発生事実に関しては、当該事実が発生したことを認識した部署から速やかに管理本部に情報が集約されます。その後公表の要否につい
ては情報取扱責任者及び代表取締役社長と協議し、必要に応じて会計監査人、弁護士などによるアドバイスを受けた上で、速やかに情報の開示
を行っております。

３．決算に関する情報

　決算に関する情報は全て財務・経理部で取りまとめ、取締役会にて承認決議が行われた後、当日の内に決算情報を開示しております。なお、年
度決算、半期決算に関する情報は、会計監査人による監査を受けております。
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